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電気工作物 

事業用電気工作物 

自家用電気工作物 

一般用電気工作物 

一般用電気工作物以外の電気工作物 
例）電力会社の発電所、変電所、送配電設備 

事業用電気工作物のうち、電気事業の用に供する
電気工作物以外のもの 
例）工場・ビル等の発電所、変電所、送配電設備、
600Vを超えて受電する需要設備 

600V以下で受電、又は一定の出力以下の小出力発電設備で受電線路以外の線
路で接続されていない等安全性の高い電気工作物 
例）一般家庭、商店、小規模の事務所等の屋内配線、一般家庭太陽電池発電設
備 

最大電力500kW以上の電気の

需要設備、需要設備以外の発
電所、変電所 

最大電力500kW未満の電気の
需要設備 

ネオン工事、非常用予備発
電装置工事等、特殊なもの 

第一種電気工
事士資格が必
要な範囲 

○一般用電気工作物の電気工事のみを扱う第二種電気工事士と異なり、構造的にも
多様かつ複雑であり、性能、機能等に対する技術進歩が早い自家用電気工作物の
電気工事を行える第一種電気工事士に対しては、電気工事に関する技術及び保安
規制に関する知識を常に更新していくことが必要であり、５年毎に定期講習を受講す
ることが義務づけられている（電気工事士法第４条の３）。 
 
【電気工事士法】 
◆第一条 この法律は、電気工事の作業に従事する者の資格及び義務を定め、もつて電気工事の欠陥によ
る災害の発生の防止に寄与することを目的とする。 
◆第四条の三 第一種電気工事士は、経済産業省令で定めるやむを得ない事由がある場合を除き、第一種
電気工事士免状の交付を受けた日から五年以内に、経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣の指
定する者が行う自家用電気工作物の保安に関する講習を受けなければならない。当該講習を受けた日以降
についても、同様とする。 



経済産業大臣 

（独）製品評価技術基盤機構
（ＮＩＴＥ） 

これまでの講習実施体制 

電気工事士法に基づく指定 

業務の一部 を外注（一般競争入札） 

【現行制度の概要】 
・第１種電気工事士は５年に１度、
講習を受けることが必要。 
・昭和62年の電気工事士法改正
の際に創設。 
・講習は１日６時間（技術、法令、
事故の３科目×２時間）。 
・講習料11,000円 
・受講対象者は全国計約50万人。 
・人数は年毎に大幅な変動があ
り、最大で年約18 万人、最少で
年約2.5万人。 
・全国約1,200カ所で実施。 

受託先 

・共同事業体の代表者 
・３者の業務の調整、工程企画 
・受講データのメンテナンス 
・講習案内送付、申込受付、確認 
・講師・会場確保 
：講習実施等 
・講師謝金支払等 

指定講習機関 
（Ｈ１３年４月～） 
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（平成２５年３月まで） 平成２５年４月以降 

指定講習機関 ＮＩＴＥ ＮＩＴＥを外した上で、申請
により複数指定 

講習実施体制 全国一括 全国一括 

指定基準及び実施要領 法令に規定なし 省令（電気工事士法施行
規則）に規定 

名簿管理 ＮＩＴＥ＋受託先 国  

受講料 法令に規定なし 原則自由 

テキスト作成 ＮＩＴＥ＋受託先 各指定講習機関作成。 
国が事後的に内容確認 

講習制度見直しの概要 

4 

○事業仕分け等での指摘を踏まえ、以下の観点から制度の見直しを行った。 
 
観点① 実施主体選定の不透明性の改善 
    選定基準の明確化、透明性及び予見可能性の向上が必要 
 

観点② 効率的で効果的な講習の実施 
    競争環境の導入が必要   ※但し、保安の観点から、講習の質の確保は絶対条件。  



新たな指定講習機関について 
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指定第１号 一般財団法人電気工事技術講習センター 

 

指定第２号 株式会社東京リーガルマインド 

 

指定第３号 株式会社日建学院 

 

指定第４号 株式会社総合資格学院法定講習センター 

 
（平成２４年11月現在） 

 ※ 新たな講習制度は、平成25年4月より開始。 
   
今後の予定 
 
平成２４年１２月～１月頃  実施計画の提出 
（見込み） 
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